
2021年4月1日

厚生労働省 職業安定局 雇用保険課

雇用保険二事業について（報告）

令和７年12月12日

職業安定分科会雇用保険部会（第207回）
資料４



労働保険特別会計雇用勘定における雇用保険二事業関係の収支状況

（単位：億円）

令和２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
収支イメージ

８年度
要求

収 入 26,900 32,664 14,187 8,558 7,815 0.82兆円 0.81兆円

うち 保険料収入 5,709 5,856 6,830 6,975 7,326 0.76兆円 0.77兆円

うち 一般会計より受入 6,956 5,227 1,377 0 0 0 0

うち 積立金より受入
（借り入れ）

13,951 14,447 590 0 0 0 0

支 出 42,310 32,664 14,187 5,346 4,931 0.64兆円 0.64兆円

うち雇用調整助成金等
36,782

（うち翌年度繰越
6,687）

27,333
（うち翌年度繰越

4,960）

8,845
（うち翌年度繰越

659）
557 165

130億円 145億円
（雇用調整助成金） 36,374 26,613 8,356 531 165

うち 上記以外 5,528 5,330 5,342 4,789 4,766 0.63兆円 0.62兆円

差 引 剰 余 ▲15,410 ０ ０ 3,212 2,884 0.17兆円 0.18兆円

積 立 金 へ 返 還 ０ ０ 0 3,212 1,442 － －

安 定 資 金 残 高 0 ０ ０ ０ 1,442 － －
（積立金からの借り入れ累計額） （13,951） （28,398）（28,988）（25,776） (14,039) (－) (－)
（注）１．上記表のうち令和２年度～６年度は決算額（翌年度繰越額含む）。令和７年度は前年度の決算及び令和７年度当初予算を踏まえた見込額。

２．令和２年度、令和３年度及び令和４年度の雇用調整助成金等の支出額において、令和２年度から令和３年度に繰り越して支出する額6,687億円、
令和３年度から令和４年度に繰り越して支出する4,960億円、令和４年度から令和５年度に繰り越して支出する額659億円がそれぞれに含まれている。

３．令和６年度の数値には、令和２年度から令和４年度に雇用調整助成金等の費用の一部として一般会計から繰入れられた残余の返還額は含まれていない。
４．令和７年度予算編成の大臣折衝において取り決められた免除額１兆円を、令和６年度の「積立金からの借り入れ累計額」から控除している。
５．令和７年度及び令和８年度に生じる剰余金の扱いは、各々の予算編成過程において決定するため、「積立金へ返還」「安定資金残高」「積立金からの借り入れ累計額」欄は「－」としている。
６．数値は、それぞれ四捨五入している。
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令和8年度概算要求における政策分野別雇用保険二事業関係予算①

2

令和７年度当初予算 令和８年度概算要求（対前年度当初予算増減額）

二事業全体 6,369億円 6,369億円 （▲0.5億円）

求人・求職マッチング促進等 265億円 276億円 （11億円）

主な事業

ハローワークにおける職業訓練に係る相談
支援及び就職支援のための体制整備

77.4億円 同左 78.2億円 （0.8億円）

失業給付受給者等就職援助対策費 46.4億円 同左 46.7億円 （0.3億円）

地域雇用対策等 207億円 209億円 （2.5億円）

主な事業

地域連携就労支援事業 62.3億円 同左 65.1億円 （2.8億円）

地域活性化雇用創造プロジェクト 47.7億円 同左 47.5億円 （▲ 0.2億円）

雇用の維持・安定 130億円 145億円 （15億円）

主な事業 雇用調整助成金 130億円 同左 145億円 （15.1億円）

労働移動支援 93億円 68億円 （▲25億円）

主な事業

産業雇用安定センター運営費 43.2億円 同左 44.4億円 （1.2億円）

早期再就職等支援助成金 35.3億円 同左 20.2億円 （▲15.1億円）

人手不足分野対策 73億円 79億円 （6.3億円）

主な事業

人材確保対策コーナー等運営費 49.8億円 同左 55.1億円 （5.3億円）

介護労働者雇用管理改善等援助事業費 9.6億円 同左 10.2億円 （0.6億円）

（注）主な事業は、予算額が多い上位２事業を記載。



令和8年度概算要求における政策分野別雇用保険二事業関係予算②
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令和7年度当初予算 令和8年度概算要求（対前年度当初予算増減額）

二事業全体 6,369億円 6,369億円 （▲0.5億円）

高齢者雇用対策 147億円 151億円 （3.6億円）

主な事業

生涯現役社会実現事業
（旧高齢者の多様な就業機会確保事業）

95.3億円 同左 95.2億円 （▲0.1億円）

生涯現役支援窓口事業
（旧高年齢者就労総合支援事業）

29.1億円 同左 31.7億円 （2.6億円）

障害者雇用対策 142億円 147億円 （4.9億円）

主な事業

障害者就業・生活支援センターによる地域
における就労支援

85.0億円 同左 88.8億円 （3.8億円）

ハローワークのマッチング機能の充実・強
化(障害者)

56.7億円 同左 57.7億円 （1.1億円）

若年者雇用対策 112億円 111億円 （▲ 0.03億円）

主な事業

新卒者等に対する就職支援 76.6億円 同左 75.6億円 （▲ 1.0億円）

フリーター等に対する就職支援 24.4億円 同左 25.5億円 （1.1億円）

その他雇用対策 1,918億円 1,802億円 （▲ 115億円）

主な事業

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業
の実施等

1040.4億円 同左 1037.2億円 （▲3.2億円）

特定求職者雇用開発助成金 611.6億円 同左 486.7億円 （▲124.9億円）

（注）主な事業は、予算額が多い上位２事業を記載。



令和8年度概算要求における政策分野別雇用保険二事業関係予算③
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令和7年度当初予算 令和8年度概算要求（対前年度当初予算増減額）

二事業全体 6,369億円 6,369億円 （▲0.5億円）

人材開発 1,947億円 1,949億円 （1.9億円）

主な事業

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構運営費交付金・施設整備費補助金

606.1億円 同左 646.7億円 （40.5億円）

人材開発支援助成金 596.7億円 同左 592.1億円 （▲4.5億円）

雇用環境整備 393億円 428億円 （35.2億円）

主な事業

両立支援等助成金 359.5.億円 同左 392.6億円 （33.1億円）

両立支援に関する雇用管理改善事業
（令和８年度概算要求は12.4億円）

12.0億円
女性活躍推進等支援事業
（令和７年度当初予算は11.8億円）

12.6億円 （0.7億円）

その他経費 926億円 1,003億円 （76.7億円）

主な事業

中小企業退職金共済事業費 62.3億円 同左 60.8億円 （▲0.9億円）

独立行政法人労働政策研究・研修機構運
営費交付金・施設整備費
(令和８年度概算要求は18.7億円)

18.6億円
個別労働関係紛争対策
（令和７年度予算は18.4億円）

19.3億円 （0.9億円）

（注）主な事業は、予算額が多い上位２事業を記載。



令和8年度概算要求における政策手法別雇用保険二事業関係予算①
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令和7年度当初予算 令和8年度概算要求（対前年度当初予算増減額）

①雇用創出型 2,356億円 2,238億円 （▲119億円）

主な事業

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事
業の実施等

1040.4億円 同左 1037.2億円 （▲3.2億円）

特定求職者雇用開発助成金 611.6億円 同左 486.7億円 （▲124.9億円）

（注）１つの事業が複数の類型に該当している場合は重複計上しているため、類型別の合計額は二事業全体の額に一致しない。

○ 雇用保険二事業に関する懇談会において、議論に資するため、便宜的に各事業について、以下のような政策手法

別の分類を実施。なお、複数の類型に該当する事業については、一つの類型に絞らず複数の類型に分類することと

している。

①雇用創出型：直接的な雇用創出効果が見込まれるもの

（雇入れ助成、求人開拓の促進 等）

②雇用維持型：直接的な雇用維持効果が見込まれるもの

（雇用維持助成、資金繰り融資 等）

③就職支援型：マッチング対策として効果が見込まれるもの

（就職面接会の開催、就職セミナーの開催、ニーズに合わせた職業相談の実施、労働移動の促進 等）

④能力開発型：職業訓練による能力開発の推進が見込まれるもの

（訓練費用の助成、訓練機関への助成、訓練機会の確保に向けた支援 等）

⑤環境整備型：雇用問題の環境整備を図ることで失業の予防や雇用状態の是正等につながることが見込まれるもの

（職場環境の整備、気運醸成に向けた取組、普及啓発に向けた取組、調査・研究 等）

○ 類型別の予算は下記表のとおり。



令和8年度概算要求における政策手法別雇用保険二事業関係予算②
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令和7年度当初予算 令和8年度概算要求（対前年度当初予算増減額）

②雇用維持型 1,775億円 1,820億円 (44.7億円)

主な事業

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業の実
施等

1040.4億円 同左 1037.2億円 (▲3.2億円)

両立支援等助成金 359.5億円 同左 392.6億円 (33.1億円)

③就職支援型 1,190億円 1,217億円 (27.3億円)

主な事業

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
運営費交付金・施設経費（雇用安定事業分）

167.1億円 同左 177.4億円 (10.2億円)

生涯現役社会実現事業
（旧高齢者の多様な就業機会確保事業）

95.3億円 同左 95.2億円 (0.01億円)

④能力開発型 2,618億円 2,619億円 (0.8億円)

主な事業

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
運営費交付金・施設整備費補助金

606.2億円 同左 646.7億円 (40.5億円)

人材開発支援助成金 596.7億円 同左 592.1億円 (▲4.5億円)

⑤環境整備型 1,905億円 1,966億円 (61.6億円)

主な事業

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業の実
施等

1040.4億円 同左 1037.2億円 (▲3.2億円)

両立支援等助成金 359.5億円 同左 392.6億円 (33.1億円)

二事業全体 6,369億円 6,369億円 (▲0.5億円)

（注）１つの事業が複数の類型に該当している場合は重複計上しているため、類型別の合計額は二事業全体の額に一致しない。



（参考資料）

① 雇用保険二事業の目標管理サイクル等

② 令和６年度事業評価／令和７年度目標設定の概要

③ 令和６年度評価の令和８年度概算要求への反映状況（抜粋）



雇用保険二事業の目標管理サイクル

目標設定

Plan

事業の実施

Do

適正な評価

Check

・事業の見直し（整理・統合、廃止）

・新規事業の企画・立案

Action

・予算成立に伴い、事業確定

・目標設定

Plan

目標の公表

評価結果の公表

概算要求

効果を把握

予算案提出公労使３者構成の

労働政策審議会で

報告・確認
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雇用保険二事業の評価方法

達成 未達成

80%以上

(高)
a d

80%未満

（低）
b c

目標

事

業

執

行

率
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（参考資料）

① 雇用保険二事業の目標管理サイクル等

② 令和６年度事業評価／令和７年度目標設定の概要

③ 令和６年度評価の令和８年度概算要求への反映状況（抜粋）



令和６年度事業評価／令和７年度目標設定の概要

１．令和６年度事業評価について
○ 今般の事業評価においては、昨年度に引き続き、目標を達成かつ執行率が高い事業（a評価）が増加し
ている。

○ 目標未達成等の事業については、引き続き、要因分析をしっかりと行った上で、令和７年度においても
事業実施方法を工夫等するとともに、令和８年度予算に向けても、未達成要因の分析の内容も踏まえつつ、
真に必要な内容に絞った予算となるよう精査を行う方針。

２．令和７年度目標設定について
○ 令和７年度目標設定に当たっては、例年の方針にとらわれることなく高い目標値を設定することとして
いる。
具体的には、数年間目標の数値を、一定の水準（例：アンケートで「役に立った」との評価90％以上）

を超えているとして設定してきた事業について、過去３年間の実績等も踏まえより高い目標を設定するこ
ととした。

《該当事業》7-02,08,09,14,15,26,30,31,32,35,51,54,60,63,69,71

目標 執行率 令和４年度 令和５年度 令和６年度
前年度と同一評価

の事業数

a
達成

高 30(±0) 38(+8) 43(+5) 34事業

b 低 10(▲1) 4(▲6) 6(+2) 3事業

c
未達成

低 14(+1) 12(▲2) 10(▲2) ９事業

d 高 18(+1) 17(▲1) 13(▲4) 9事業

評価事業数計 72 71 72 ―
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令和７年度 第１回雇用保険二事業懇談会におけるご指摘事項

12

[全般について]

○ PDCAサイクルを回す際、c,d評価の事業について注目することは必要である。しかし、a,b評価の事業についても、事

業継続の必要性および事業内容で改善すべき点について検討を行っていただきたい。

○ 令和６年度の事業評価について、a評価が昨年度より５件増加し、b評価も２件増加していることは、非常に好ましい

傾向である。各事業において適切な要因分析を行いながら、事業内容や目標設定の不断の見直しを通じて、より効果的

な施策の実施に努めていただきたい。２年連続でc評価またはd評価となっている事業については、事業の実施方法、

目標設定、予算の配分等について、改めて見直しが必要と考える。

○ 新卒採用が年々難しくなるなか、数値を見るとハローワークを利用しているように思えるが、実際にどれほど深くサー

ビスを活用しているのか（就職に直結しているのか、軽く利用しているだけなのか）について疑問がある。

○ テレワークに関してコロナ禍を経て、企業が出社回帰の傾向にある中で、テレワーク支援は時代の流れと逆行している

可能性がある。

○ PDCAサイクルを回すこと自体が目的ではなく、限られた予算の中で、労働市場の変化に対応した、使いやすく効果的

な事業の実現を目指して着実に取り組んでほしい。

○ アンケートによる満足度だけでなく、事業目的に即した成果が明示できる指標への置き換えや追加が、PDCAの実効性

を高めるために必要と考える。また、すべての事業に共通する評価基準の設定について検討いただきたい。

○ 中小企業向け支援策の周知に関して、メニューが多くて選びにくい現状があるため、対面支援の継続に加え、AIや

チャート表・キーワード検索などを活用した、必要な助成金を簡単に絞り込める仕組みの整備を求めたい。また、支援

策の利用動機や情報入手経路を把握するため、応募・採択事業者に対して共通アンケートを実施し、今後の制度設計や

周知方法の改善に活かすことを提案したい。

[助成金の効果検証の取組強化関係]

○ 二事業予算の中で実施することの妥当性やその時々の政策課題に対して有効に機能しているのかどうかという点も含め

て検証していただきたい。

○ 多くの支援策を用意いただいていることに感謝しつつも、利用促進に向けては、施策内容をシンプルで分かりやすくし、

企業目線で申請要件や方法を見直し、使いやすい制度にしていただきたい。



（参考資料）

① 雇用保険二事業の目標管理サイクル等

② 令和６年度事業評価／令和７年度目標設定の概要

③ 令和６年度評価の令和８年度概算要求への反映状況（抜粋）



No 評価

55
民間等を活用した効果的な職業訓練
と就職支援の推進

c

56
障害者の多様なニーズに対応した委
託訓練の実施

c

57 介護労働者能力開発事業の実施 b
58 認定職業訓練助成事業の推進 a
59 外国人技能実習機構に対する交付金 a
60 若者等職業的自立支援推進事業 b

61
技能継承・振興対策費
（ものづくり立国の推進）

a

62
独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金・施設整備
費補助金

a

63
ジョブ・カード制度の推進を通じた
キャリアコンサルティングの普及促
進

a

64 中小企業リスキリング支援事業 -
65 両立支援等助成金 b
66 在宅就業者等支援事業 d
67 女性活躍推進事業 a

68
安心して働き続けられる職場環境整
備推進事業

a

69
パ-トタイム・有期雇用労働者均衡
待遇推進事業

a

70 両立支援に関する雇用管理改善事業 d
71 雇用環境政策推進事業費 a
72 中小企業退職金共済事業費 a

73
独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金・施設整備費

a

74 国際労働関係事業費 a
75 個別労働関係紛争対策 a
76 多言語相談支援事業 a
77 船員雇用促進対策事業 d

事業一覧

14

No 評価
1 失業給付受給者等就職援助対策費 a
2 マザーズハローワーク事業推進費 a

3 
労働者派遣事業等の適正な運営の確
保に係る経費

a

4 求人確保・求人者指導援助推進費 a

5 
ハローワークにおける職業訓練に係
る相談支援及び就職支援のための体
制整備

d

6 福島避難者帰還等就職支援事業 a
7 求人情報提供の適正化推進事業費 a
8 就職氷河期等対策費 a

9 
優良な民間人材サービス事業者の
育成促進事業

a

10 通年雇用助成金 a
11 人材確保等支援助成金 c
12 地域連携就労支援事業 ｂ
13 地域雇用開発助成金 c
14 季節労働者通年雇用促進等事業 a
15 地域雇用活性化推進事業 a
16 沖縄早期離職者定着支援事業 a
17 地域活性化雇用創造プロジェクト a
18 雇用調整助成金 a
19 産業雇用安定助成金 c
21 早期再就職支援等助成金 c
23 産業雇用安定センター補助金 d
24 建設労働者雇用安定支援事業 d
25 港湾労働者派遣事業対策費 d
26 介護雇用管理改善等対策費 a

27
介護労働者雇用管理改善等援助事業
費

a

28
人材確保対策総合推進事業
（旧人材確保対策コーナー等運営費）

a

29 農林漁業就職総合支援事業 c

No 評価

30
生涯現役社会実現事業
（旧:高齢者の多様な就業機会確保事業）

a

31
生涯現役支援窓口事業
（旧・高齢者就労総合支援事業）

a

32 65歳超雇用推進助成金 c

34
障害者就業・生活支援センターによ
る地域における就労支援

a

35
ハローワークのマッチング機能の充
実・強化(障害者)

d

37
事業主に対する障害者の雇用管理に
関する支援

a

38 若年者地域連携事業 a
39 新卒者等に対する就職支援 d
40 フリーター等に対する就職支援 a
41 特定求職者雇用開発助成金 d

42
非正規雇用の労働者のキャリアアッ
プ事業の実施等

c

43 トライアル雇用助成金事業の実施 d
44 日雇労働者等就労支援事業 a

45
就職促進資金貸付事業費（アイヌ
分）

d

46 職場適応訓練(職場適応訓練委託費) b

47
独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金・施設経費
（雇用安定事業分）

a

48 外国人労働者雇用対策費 a
49 地方就職希望者活性化事業費 d
50 労働者協同組合活用促進モデル事業

費
b

51 生活保護受給者等就労自立促進事業 a
52 刑務所出所者等就労支援事業費 a
53 人材開発支援助成金 c
54 職業能力評価の基盤整備 a

※「評価」は令和６年度実績に基づくもの



No.５ハローワークにおける職業訓練に係る相談支援及び就職支援のための体制整備

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

公的職業訓練受講者に対する円滑な就職支援を実施す
るため、ハローワークに就職支援ナビゲーター(職業
訓練・求職者支援分）を配置し、求職者に対する職業
訓練関連情報の的確な提供、能力・適性を踏まえた
キャリアコンサルティング等を実施するとともに、訓
練修了後の就職の実現に向けた担当者制によるマン
ツーマンの就職支援等を実施する。

【アウトカム目標】
①公共職業訓練による離職者訓練の修了３か月後の就職率
施設内訓練82.5%以上、委託訓練75％以上
②求職者支援制度による職業訓練の修了３か月後の雇用保
険が適用される就職率 基礎コース58%以上、実践コース
63%以上
③ハローワーク職員の就職支援等に対するアンケート調査
による利用者の満足度90％以上

【事業執行の指標】
①②③公的職業訓練の受講あっせん件数139,500件以上

【アウトカム目標】
①未達成
（施設内訓練85.7%（16,612人/19,377人）
委託訓練72.4％（33,865人/46,801人））
※速報値

②未達成
（基礎コース60.9%（2,491人/4,087人）
実践コース61.7%（15,294人/24,800人））
※速報値
※就職率は令和６年４月から12月末までに終了
した訓練コースについて集計。

③達成（92.9％（9,562人/10,292人））

【執行率】
①②③職業訓練の受講あっせん件数83.1％
（116,021件/139,500件）

【事業類型】③就職支援型

④能力開発型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

目標については、「令和６年度全国職業訓練実施計
画」の目標を踏まえ、令和５年度と同様の値を設定し
た。その結果、①の委託訓練及び②の実践コースにつ
いては、当該目標値にはわずかに届かなかったものの、
ハローワークにおける重点的な就職支援や訓練コース
の見直し等により、それぞれ前年同期と比べて、就職
率は大幅に上昇（0.8％ポイント、1.9％ポイント）し
ており、改善傾向にある。（令和７年６月時点）

求職者に対する職業訓練の受講あっせん及び就職支援を行
う就職支援ナビゲーター等の配置に必要な経費を要求して
おり、人件費等の増加により全体の要求額が増額している。
（相談員数は▲44名削減（1302人⇒1258人））
目標未達成を踏まえて、適切な受講あっせんが行えるよう、
求職者に対し、職業情報提供サイト（job tag）を活用して
訓練に関連する職業の詳細な内容や求められるスキル等の
情報提供を充実させることや、本人の職業能力や求職条件
等を踏まえた適切な職業相談、訓練のあっせんを行うとと
もに、訓練修了者のスキルが活用できる求人等の確保を推
進していくこと等により、マッチング支援の充実を図って
いく。

7,827,643 7,738,331 7,820,605 82,274
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No .23産業雇用安定センター補助金

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

出向等に係る情報の収集・提供、相談実施による円滑
な労働移動を推進するため、①各業界の雇用動向及び
見通しに関する情報の収集及び提供、②出向等による
労働力の移動の希望及び受入れの状況等に関する情報
の収集・提供及び相談等、③職業能力開発に関する情
報の収集・提供及び相談、④事業主の行う雇用の安定
のための諸活動に関する必要な援助の実施について運
営費等の一部を補助。

【アウトカム目標】
①出向・移籍の成立率（送出情報件数のうち、出向・移籍
が成立した件数の割合）68％以上
②出向・移籍が成立した事業所に対してアンケート調査を
実施し、産業雇用安定センターの支援が役に立ったとする
割合が93％以上

【事業執行の指標】
企業訪問件数17万件

【アウトカム目標】
①未達成
（実績59.2％、5,986/10,108件）
②達成
（実績99.2%、496/500件）

【執行率】
企業訪問件数114.2％
（194,091件/170,000件）

【事業類型】③就職支援型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

大企業の早期希望退職募集や小売大型店の閉店が複数
実施されたこと等に伴い、労働者の送出しを希望する
事業主が増えたことにより送出人数が増加（前年同期
比17.5％増）している一方で、労働者の受入れを希望
する事業主が減少したことにより受入人数が減少（前
年同期比8.5％減）したことにより、出向・移籍が成
立しにくい状況であったことが要因と考えられる。

未達成要因である労働者の受け入れを希望する事業主の減
少、受入人数の減少については、より一層の周知広報に取
り組みながら、事業所訪問件数を増やし受入企業の開拓を
行う。さらに、増加傾向にある送出企業に対して丁寧な
キャリアコンサルを通じ、それによって、より効率的に情
報収集や送出者のニーズに合った求人開拓を行い、マッチ
ングの成立につなげていく。

（要求額の増額は、出向等支援協力員等の賃上げによるも
の。）
出向等支援協力員数：543人→543人

4,274,571 4,318,363 4,438,534 120,171
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No .24建設労働者雇用安定支援事業

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

建設労働者の雇用の改善等を図るため、雇用管理責任
者を対象とした雇用管理研修及び雇用管理責任者講習
等を実施。
さらに、若年者の建設業に対する理解や定着促進を図
るため、高等学校（工業科、普通科）や高等専門学校
の先生・生徒と建設業界がつながる機会をつくる取組
として、出前授業や現場見学会等を実施。

【アウトカム目標】
①雇用管理研修等に参加した中小建設事業主のうち、当該
研修等を受けて教育訓練及び労働移動、人材確保対策の推
進等具体的な措置を講ずることとした中小建設事業主の割
合 96％以上
②雇用管理研修等に参加した中小建設事業主の事業所にお
ける参加後6ヶ月後の労働者の定着率 97％以上
③研修終了時のアンケート調査で「役に立った」旨の評価
を受ける割合 97％以上
④つなぐ化事業への参加前後において、就職先として建設
業に関心を持った人数の増加した割合 46％以上

【事業執行の指標】
①雇用管理研修の参加者の数 7,000人
②つなぐ化事業開催回数 141回

【アウトカム目標】
①未達成
（95.1%, 3,474人/3,654人）
②達成
（98.0%, 62,266人/63,514人）
③達成
（97.7%, 5,831人/5,969人）
④未達成
（36.0%, 1,190人/3,303人）

【執行率】
①雇用管理研修の参加者の数
96.1%（6,727人/7,000人）
②つなぐ化事業開催回数
107.1%（151回/141回）

【事業類型】⑤環境整備型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

目標①について、大半の参加企業は何らかの具体的な
措置を講ずる旨回答しているが、僅かに目標に届かな
かった要因としては、雇用管理研修のうち前年度と比
較して受講者数が約100名増加した「コミュニケー
ションスキル等向上コース」の参加対象者は、必ずし
も若年労働者を雇用する企業の雇用管理責任者等とは
していないところ、建設業においては若年者の就業割
合が他産業と比べて低いこともあり、ただちに研修内
容に基づく具体的な措置を講ずる必要がなかった企業
もいたことが一因として考えられる。

目標④について、事後アンケートにおいては、「非常
に役立った」又は「役立った」との回答が96%を占め
ていることから、出前授業等への参加が役立つもので
はあるものの、目標に届かなかった要因としては、事
業参加者のうち、当初から建設業への就職を希望して
いた者が対前年度で増えていたことが一因として考え
られる。

建設業で働く女性及び外国人が増加する中で、雇用管理研
修のコミュニケーションスキル等向上コースにおいて女性
労働者及び外国人労働者に関する研修の拡充を行うことに
より、誰もが安心して働くことのできる職場環境づくりの
ためのスキルの習得・向上を促進し、研修の受講を通じて
具体的措置を実施する事業主の増加につなげる。
また、つなぐ化事業について、工業高校だけでなく普通科
高校における積極的な事業実施を促すことにより、事業へ
の参加をきっかけに就職先として建設業に関心を持つ生徒
の増加につなげる。

109,981 124,450 144,104 19,654
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No .25港湾労働者派遣事業対策費

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

港湾労働者の雇用の安定を図るため、港湾運送事業主
や港湾労働者に対し、雇用管理の改善等に関する相談
援助、各種講習等を実施。
また、指定港湾において港湾労働者の雇用の安定を図
るため、港湾労働者派遣事業における労働者派遣契約
のあっせん業務及び雇用管理者研修、派遣元責任者講
習等の雇用安定事業関係業務を実施。

【アウトカム目標】
①相談援助または講習を利用した者から「役に立った」旨
の評価を受ける割合99％以上
②雇用管理者研修を受講した者から「役に立った」旨の評
価を受ける割合99％以上
③港湾労働者派遣事業において、派遣可能労働者の派遣
あっせんを行うことによる派遣成立の割合90%以上
④相談援助、講習、雇用管理者研修または派遣元責任者講
習を利用した実績のある事業所に係る令和６年の離職率が、
雇用動向調査による令和５年の全産業の離職率(15.4％）
未満

【事業執行の指標】
①相談援助等を利用した者 300人（計画数）
②港湾労働者に対する各種講習に参加した者の数 1,046
人
③雇用管理者研修を受講した者 330人

【アウトカム目標】
①達成
（実績99.3% 1,308/1,317件）
②未達成
（実績98.5％ 259/263件）
③達成
（実績94.9% 2,164/2,281件）
④達成
（実績7.9% 2,314/29,380人）

【執行率】
①相談援助等を利用した者219.3%（658/300
人）
②港湾労働者に対する各種講習に参加した者
120.2％（1,257/1,046人）
③雇用管理者研修を受講した者86.7%
（286/330人）

【事業類型】④能力開発型

⑤環境整備型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

目標のうち②の「研修受講者から役にたった回答の割
合99％以上」について、僅かに下回ったものの
98.5％と高い結果であった。人数にすると４名の受講
者が「あまり役に立たなかった」および「役に立たな
かった」と回答した結果である。
本研修は事業所において港湾労働者の雇用管理に関

する事項を管理する者として選任が義務づけられた雇
用管理者を対象としているが、役に立たなかった旨の
回答だった４名からは、「雇用管理にかかる経験が浅
く、制度が複雑で研修内容が理解できなかった。常時
労務に関わっておらず理解が難しかった」との回答が
あったことから、経験が浅く、知識も乏しかったため
講習の内容を理解することが困難だと感じ、役に立た
なかったとの回答に至ったと考えられる。

アウトカム目標②について、未達成ではあるものの、達成
率は98.5%であり依然として高い評価水準を保っているこ
とから、前年度とほぼ同額を要求している（29,479千円の
増額は、人件費等単価の上昇及び港湾労働者に対する技能
講習用機器の更新によるもの。）。

410,693 414,083 443,562 29,479

18



No .35ハローワークのマッチング機能の充実・強化(障害者 )①

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

障害者の職業の安定を図ることを目的として、以下の
ような取組を実施している。
・ハローワークに配置した就職支援ナビゲーター（障
害者支援分）による、障害特性に応じた専門的な支援
・ハローワークに配置した就職支援コーディネーター
（障害者支援分）による、関係機関と連携して就職か
ら職場定着まで一貫した支援を行う「障害者向けチー
ム支援」、障害者と求人企業が一堂に会する「管理選
考・就職面接会」、障害者の就職準備性を高めるため
の「就職ガイダンス」等
・障害者を一人も雇用していない「障害者雇用ゼロ企
業」等に対して、採用前から採用後の定着支援まで一
貫した支援を行う「企業向けチーム支援」
・ハローワークに配置した精神・発達障害者雇用サ
ポーターによる、精神障害者等への障害特性を踏まえ
た専門的な就職支援や、事業主に対する精神障害者等
の雇用に係る課題解決のための相談援助
（参考）令和５年度までは精神障害者雇用トータルサ
ポーター（目標③）及び発達障害者雇用トータルサ
ポーター（目標⑤）を配置
・ハローワークに配置した難病患者就職サポーターに
よる、難病相談支援センターと連携した、就職を希望
する難病患者に対する症状の特性を踏まえたきめ細か
な就労支援等
・ハローワークに配置した障害学生等雇用サポーター
による、大学等と連携した障害特性に応じた学生への
就職支援や、採用する企業への雇用管理に係る助言等

【アウトカム目標】
①「障害者向けチーム支援事業」による障害者の就職率
55.8％以上
②「企業向けチーム支援事業」の対象企業中、新たに障害者
を雇用した企業の割合 52.7％以上
③精神・発達障害者雇用サポーターによる就職支援を終了し
た者のうち、就職した者の割合70.9%以上
④難病患者就職サポーターによる就職支援を終了した者のう
ち、就職した者の割合66.0％以上
⑤障害学生等雇用サポーターによる就職支援を終了した者の
うち、就職した者の割合68.2%以上

【事業執行の指標】
①ハローワークの新規求職申込件数 前年度以上（249,490
件）
②障害者向けチーム支援の支援対象者数 前年度以上
（43,825件）
③精神・発達障害者雇用サポーターの支援実施件数 前年度
以上（264,807件）
⑤障害学生等雇用サポーターの支援実施件数 前年度以上
(17,933件)

【アウトカム目標】
①障害者向けチーム支援事業
達成
実績：56.7％

(22,443人/39,564人)
②企業向けチーム支援事業
未達成
実績：52.0％

(2,886件/5,555件）
③精神・発達障害者雇用サポーターによる就
職支援を終了した者のうち、就職した者の割
合72.8%以上
達成
実績：就職率77.8%

           (12,479人/16,044人)

④難病患者就職サポーターによる就職支援を
終了した者のうち、就職した者の割合66.0％
以上
達成
実績：74.6％

（1,901人/2,547人）

⑤障害学生等雇用サポーター（大学等支援
分）による就職支援を終了した者のうち、就
職した者の割合68.2%以上
達成
実績：就職率70.7%

           (541人/765人)

【執行率】
①107.5％(268,107件/249,490件)
②103.3％(45,256件/43,825件)

【事業類型】③就職支援型
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No .35ハローワークのマッチング機能の充実・強化(障害者 )②
【事業類型】③就職支援型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

②当事業により新たに障害者を雇用した企業数は前年
度より増となったものの、障害者法定雇用率の段階的
な引上げ（令和６年４月の2.5％への引上げ、令和８
年７月の2.7％への引上げ）及び令和７年４月の法定
雇用障害者数を算出する際の除外率の引下げにより、
新たに障害者の雇入れが必要となった企業が増加した
ことに伴い、雇入れが困難な支援対象企業数が大きく
増加したことで、目標の割合までにはわずかに至らな
かった。引き続き地域の関係機関とも連携し、企業に
対してよりきめ細やかな支援を行っていく。
（令和６年度実績）
支援対象企業数5,555件（前年度比114.3％）
うち障害者雇用ゼロ企業2,111件（前年度比
104.1％）

目標②の令和６年度実績については、法定雇用率の引上げ
等により支援対象企業数が前年度と比べて増加した中で、
わずかに目標を達成しなかったが、令和８年７月の障害者
法定雇用率の引上げや対象事業主が40.0人規模から37.5人
規模に拡大することを見据えると、令和８年度においても
支援対象企業数が増加し、これまで雇用義務の対象外で
あった障害者雇用の経験がない事業主など、より雇入れの
困難性が高い事業主を支援対象とすることが見込まれるた
め、関係機関と連携をして就職準備段階から採用後の定着
支援まで一貫したより丁寧な支援を行う必要があるところ、
引き続き、体制を確保するためにコーディネーターの数は
維持することとした結果、令和８年度の人件費単価の改定
等により増額となった。

5,284,853 5,668,246 5,774,920 106,674
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No .39新卒者等に対する就職支援

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

学校との連携の下、保護者等も含めた在学中からの働
く意義や職業生活についての講習、新卒者等に対する
きめ細かな職業相談・職業紹介等を行う就職支援ナビ
ゲーターをハローワークに配置する等により、中高生
の円滑な就職を実現する。
また、新規大学等卒業予定者・未就職卒業者等を対象
に、就職関連情報の提供、就職支援セミナー、就職面
接会等のほか、必要に応じて担当者制による職業相
談・職業紹介から職場定着までの一貫した就職支援を
新卒応援ハローワーク等において実施する。

【アウトカム目標】
①新卒応援ハローワークにおける正社員就職者数 7万8千
人以上
②就職支援ナビゲーターの支援による正社員就職者数 15
万2千人以上

【事業執行の指標】
①新卒応援ハローワークの利用者数延べ 31万5千人以上
②就職支援ナビゲーターの支援による開拓求人数 14万7
千人以上

【アウトカム目標】
①未達成（76,618人/98.2%）
②未達成（150,204人/98.8%）

【執行率】
①85.2％（268,238人/315,000人）
②92.3％（135,672人/147,000人）

【事業類型】③就職支援型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

就職活動に困難な課題を抱える学生等に対するきめ
細かな就職支援に重点化しているところ、そうした
者は就職に至る割合が低いため、わずかに目標値に
届かなかった要因として考えられる。

支援実績を踏まえ、就職支援ナビゲーターの配置見直し
（▲68人（1,208人⇒1,140人））を行い要求額を縮減。

7,436,0747,658,065 7,558,038 ▲100,027
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No .41特定求職者雇用開発助成金①

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

[特定就職困難者コース・中高年層安定雇用支援コー
ス]
就職困難者をハローワーク又は有料・無料職業紹介事
業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として
雇い入れた事業主に対して、賃金相当額の一部を助成
することで、これらの者の雇用機会の増大を図ること
を目的とし、高年齢者、障害者等の就職困難者を雇い
入れた事業主に対して特定就職困難者コースを、いわ
ゆる就職氷河期に正規雇用の機会を逃したこと等によ
り、十分なキャリア形成がなされず、正規雇用に就く
ことが困難な者を正規雇用労働者として雇い入れた事
業主に対して中高年層安定雇用支援コースを支給。
※就職氷河期世代安定雇用実現コースは令和６年度限
り、成長分野等人材確保・育成コースは令和７年度限
りで廃止。

[生活保護受給者等雇用開発コース]
地方公共団体からハローワークに対し就労支援の要請
があった生活保護受給者や生活困窮者を、ハローワー
ク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇
い入れた事業主に対して支給。
[発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース]発達障
害者及び難病患者の雇用の促進及び職業の安定を図る
ため、ハローワーク又は有料・無料職業紹介事業者等
の紹介により発達障害者又は難病患者を継続して雇用
する労働者として雇い入れた事業主に対して助成を行
う。

【アウトカム目標】
①[特定就職困難者コース]
②[就職氷河期世代安定雇用実現コース]
③[成長分野等人材確保・育成コース]
支給対象者のうち事業主都合で離職した者の割合が助成
金の支給対象でない雇用保険被保険者の事業主都合離職
割合以下
④[生活保護受給者等雇用開発コース]
支給対象者の事業主都合離職割合が助成金の支給対象で
ない雇用保険被保険者の事業主都合離職割合以下
⑤[発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース]
令和６年４月から令和６年９月末までに雇い入れられた
発達障害者又は難病患者のうち、６か月間継続して雇用
された割合87.3％以上

【コース共通目標】
利用事業主にアンケート調査を実施し、就職困難者の雇
用の促進に当たって本助成金が契機となったとする旨の
評価が得られた割合について、各コース毎に設定した割
合以上。
①特定就職困難者コース 目標94.8％以上
②就職氷河期世代安定雇用実現コース 目標89.8％以上
③成長分野等人材確保・育成コース 目標85％以上
④生活保護受給者等雇用開発コース 目標92.0％以上
⑤発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース 目標
90％以上

【事業執行の指標】
【①特定就職困難者コース・②就職氷河期世代安定雇用
実現コース・③成長分野等人材確保・育成コース】
予算額57,509百万円
【④生活保護受給者等雇用開発コース】
予算額70百万円
【⑤発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース】
予算額579百万円

【アウトカム目標】
【①特定就職困難者コース・②就職氷河期世代安定
雇用実現コース・③成長分野等人材確保・育成コー
ス】
①達成
（支給対象0.9%（517/55,361人）＜一般1.5%
（110,772/7,282,096人）)
②達成
（支給対象1.1%（43/4,071人）＜一般1.5%
（110,260/7,394,348人））
③達成
（支給対象0%（0/12）＜一般0.5%
（34,846/7,333,710人））
【④生活保護受給者等雇用開発コース】
④達成
（支給対象0％（0/70）＜一般0.93％
（69,174/7,398,349））
【⑤発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース】
⑤未達成
（85.9％（784人/913人））
【コース共通目標】
①達成（94.9％（516/544件））
②未達成（87.1％（411/472件））
③達成（100.0％（13/13件））
④未達成（90.5％（19/21件））
⑤達成（91.9％（204件/222件））

【執行率】
【①特定就職困難者コース・②就職氷河期世代安定
雇用実現コース・③成長分野等人材確保・育成コー
ス】
80.0%（46,009百万円/57,509百万円）
【④生活保護受給者等雇用開発コース】46.0％
（32百万円／70百万円）
【⑤発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース】
109.2％
（632百万円／579百万円）

【事業類型】①雇用創出型
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No .41特定求職者雇用開発助成金②
【事業類型】①雇用創出型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

[就職氷河期世代安定雇用実現コース]
事業主へのアンケートについては、雇い入れ後に労働
者本人の自己都合退職により継続雇用の促進とならな
かった旨の回答がいくつか見られ、雇入の契機とは
なったものの継続雇用の観点から十分な評価が得られ
なかった。助成金利用事業主に対しては、中高年層
（ミドルシニア）専門窓口におけるチーム支援により、
対象労働者が継続雇用されるよう、引き続き定着支援
に努める。

[生活保護受給者等雇用開発コース］
事業主へのアンケート結果において、本助成金の評価
が得られなかった回答２件については、「雇入れ後に
労働者本人が健康上の理由により退職」「助成金がな
くても対象者の採用は積極的に行っている」という回
答であった。助成金利用事業主に対しては、定期的な
事業所訪問により、就労時間や作業負荷等の雇用管理
上の配意等、定着に向けた助言を実施しているところ
であり、労働者が継続雇用されるよう、また、ハロー
ワークによる雇入れ後のフォローアップについて事業
主に評価いただけるよう、引き続き定着支援に努める。

[発達障害者・難治性疾患患者コース］
特に難病患者等の対象者については、それぞれの障害
特性に応じた配慮が必要であるところ、発達障害者及
び難病患者のそれぞれの雇入れ件数は昨年度より増加
しており、雇用の受け皿のすそ野が広がった可能性が
ある一方、対象労働者を雇い入れようとする事業主に
おいて、個々の疾病の特性や体調に応じた配慮事項の
理解が十分でなかったことが定着率を押し下げる要因
となった可能性が考えられる。よりきめ細やかな障害
特性に応じた支援が必要な者に対して、適切な配慮
（仕事内容や業務量の調整等）を事業主が行うことで
雇用の継続が図られるよう、ハローワークにおいて助
成金利用事業主への助言をより丁寧に行っていく。

[特定就職困難者コース]
事業実績等を踏まえた支給件数見込みの見直しにより
増加（＋6.1億円）。

[就職氷河期世代安定雇用実現コース]
令和６年度末で終了、経過措置分のみ要求（▲13.6億
円）。

［中高年層安定雇用支援コース］
令和７年度から、就職氷河期世代安定雇用実現コース
に代わり就職氷河期世代を含む中高年層の正規雇用で
の雇い入れ支援を実施（＋14.0億円）。

[成長分野等人材確保・育成コース]
事業実績等を踏まえ令和７年度末で終了し、経過措置
分のみ要求（▲131.8億円）。

[生活保護受給者等雇用開発コース]
事業実績等を踏まえた支給件数見込みの見直しにより
縮減（▲9百万円）。

[発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース]
事業実績等を踏まえた支給件数見込みの見直しにより
増加（＋0.5億円）。

47,929,950 61,157,02048,667,831▲12,489,189
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No .43トライアル雇用助成金事業の実施①

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

［一般トライアルコース］
職業経験、技能、知識の不足等から安定的な就職が

困難な求職者について、ハローワークや職業紹介事業
者等の紹介により、常用雇用へ移行することを目的に
一定期間試行雇用した事業主に対して助成することに
より、その適性や業務遂行可能性を見極め、求職者及
び求人者の相互理解を促進すること等を通じて、これ
らの者の早期就職の実現や雇用機会の創出を図る。
［障害者（短時間）トライアルコース］
障害者を一定期間試行雇用することにより、その適性
や業務遂行可能性を見極め、求職者及び求人者の相互
理解を促進すること等を通じて、障害者の早期就職の
実現や雇用機会の創出を図る。
［若年・女性建設労働者トライアルコース］
若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等とし
て一定期間試行雇用し、一般トライアルコース又は障
害者トライアルコースの支給を受けた中小建設事業主
に対して助成するものであり、若年・女性建設労働者
の入職・定着の促進を目的とする。

【アウトカム目標】
［一般トライアルコース］
①常用雇用移行率71.2％以上
②本助成金の支給申請を行った事業主へのアンケート調査
を実施し、本助成金が試行雇用の契機となった旨の評価が
90％以上

［障害者（短時間）トライアルコース］
①常用雇用移行率 80％以上
②本助成金が試行雇用の契機となった旨の評価 90％以上

［若年・女性建設労働者トライアルコース］
常用雇用移行率 80％以上

【事業執行の指標】
［一般トライアルコース］予算額363,780千円
［障害者（短時間）トライアルコース］1,229,336千円
［若年・女性建設労働者トライアルコース］20,412千円

【アウトカム目標】
［一般トライアルコース］
①達成（実績71.3％ 1,322人/1,854人）
②達成（90.3％ 288件/319件）

［障害者（短時間）トライアルコース］
①未達成
（実績78.7% 4,238人/5,388人)
②達成
（90.5% 392事業所/433事業所）
［若年・女性建設労働者トライアルコース］
未達成
（実績78.1% 25人/32人）

【執行率】
［一般トライアルコース］
57.8％（210,433千円/363,780千円）

［障害者（短時間）トライアルコース］
108.2％（1,329,730千円/1,229,336千円）

［若年・女性建設労働者トライアルコース］
61.8%（12,610千円/20,412千円

【事業類型】①雇用創出型
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No .43トライアル雇用助成金事業の実施②
【事業類型】①雇用創出型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

［障害者（短時間）トライアルコース］
①令和６年度の改正障害者雇用促進法により、週の所
定労働時間が10時間以上20時間未満の特定短時間労
働者が雇用率の算定対象になったことにより、一般的
により就労困難性が高い特定短時間労働者の雇用が促
進された。
一般的に精神・発達障害者は職場への適応がより困難
であることに加え、前述のとおり短時間労働者の就職
困難性はより高く、10時間以上20時間未満でトライ
アル雇用を行い20時間以上を目指す障害者短時間トラ
イアルコースは、常用雇用移行率が低い傾向にある。
前述の法改正の影響もあり、令和６年度において、障
害者短時間トライアルコースの利用者が増えたことに
より、全体の常用雇用移行率を押し下げたものと考え
られる。
一方で、障害者短時間コースにおける精神障害者と発
達障害者のそれぞれの常用雇用移行率は昨年度に比べ
て上昇しているため、引き続き、ハローワークにおい
て、特に短時間で働く精神障害者に対してきめ細やか
な定着支援を実施していく。

［若年・女性建設労働者トライアルコース］
近年、雇用情勢が改善傾向にあることから、トライア
ル雇用を経由せず直接雇入れを行う事業主が一定数存
在しており、結果としてトライアル雇用の対象者とし
てはより就職が困難な層の比率が一定程度保たれてい
ると考えられること等により、目標を僅かに下回る結
果になったと考えられる。

［一般トライアルコース］
事業実績等を踏まえた支給件数見込みの見直しにより縮減
（▲0.3億円）。

［障害者（短時間）トライアルコース］
令和６年度以降の法定雇用率の引上げ及び除外率の引下げ
（令和８年７月にも更なる法定雇用率引上げ等を予定）に
より、新たに障害者の雇用義務が生じる事業所の中には障
害者雇用のノウハウが無い事業所も多い中、制度活用によ
り継続雇用への円滑な移行を促進するため、支給実績も踏
まえて増額（＋1.0億円）

［若年・女性建設労働者トライアルコース］
当該助成金は、建設労働者から雇用保険料の1/1,000を上
乗せ徴収した相当額を活用して実施しており、関係団体か
らの要望等を踏まえ前年度と同額を要求

1,552,773 1,656,429 1,735,111 78,682
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No .45就職促進資金貸付事業費（アイヌ分）

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

アイヌ地区住民に対して、就職に際して必要となる資
金の貸付等を行うことにより、アイヌ地区住民の就職
の促進及び雇用の安定を図る。

【アウトカム目標】
１年以上の継続雇用率:80％以上

【事業執行の指標】
貸付実施件数3件

【アウトカム目標】
未達成（実績71%(5件/7件)）

【執行率】
167%(5件/3件)

【事業類型】③就職支援型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

１年以上の雇用が継続しなかった件数は2件であった
が、母数が僅少であることから、目標の達成には若干
及ばなかった。

支給に備えて予算を確保しており、直近の貸付実施件数を
踏まえ、前年度と同額を要求している。

776 2,200 2,200 0
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No .49地方就職希望者活性化事業費

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

東京、大阪のハローワーク等に「地方就職支援コー
ナー」を設置し、地方就職希望者を受け入れる地域の
労働局とも連携することで、地方就職希望者に対して、
きめ細かな相談援助、職業紹介及び地域の生活関連情
報等の提供を行う。また東京圏等では、委託事業であ
る「地方人材還流促進事業（LO活プロジェクト）」
において、地方就職に関するセミナー、イベント、個
別相談等を実施するとともに、地方自治体が実施する
就労体験事業等への参加者の送り出しを実施すること
により、地方への移住・就職をより明確にイメージさ
せるとともに、地方就職の準備が整った者をハロー
ワークへ誘導し、全国ネットワークを活用したマッチ
ングにより就職へ結びつける。

【アウトカム目標】
①「地方就職支援コーナー」による支援を受けた地方就職
希望者の就職率が49.3％以上
②「地方人材還流促進事業」において、ハローワークへの
誘導を受けた就職者数のうち、地方就職者数の割合36.3％
以上

【事業執行の指標】
①地方就職支援コーナーにおける新規求職者に対する１人
当たりの紹介件数：2.9件
②地方人材還流促進事業におけるセミナー等により掘り起
こした地方就職希望者の数：38,000人以上
③地方人材還流促進事業におけるハローワークへの誘導者
数：4,000人以上

【アウトカム目標】
①未達成（49.0％）660件/1,347人
②未達成（29.9％）546人/1,827人

【執行率】
①106.9％（3.1件/2.9件）
②101.4％（38,547人/38,000人）
③116.2％（4,648人/4,000人）

【事業類型】③就職支援型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

コロナ禍以降、R4年度・R5年度と地方就職者は増加
傾向であったが、全国的な人手不足の中、当該事業の
支援を必要とする求職者が減少していることや当初は
地方就職希望であった者が最終的に賃金など労働条件
の良い都市部への就職を選んでいる者が増えていると
考えられることなどが未達成の要因と考えられる。

目標未達成の要因を踏まえ、賃金以外に生活環境や地域の
魅力を含めた情報の充実を図る必要があり、当事業で実施
しているアンケート調査では、地方就職者が役に立ったと
する支援として各種イベント参加やホームページの利用が
上位を占めていることから、令和８年度においては、地方
人材還流促進事業におけるイベント参加やホームページ等
のブラッシュアップを図ることで広く情報を発信し地方就
職を促進するため、増額（＋35,933千円）した。

604,191 641,878 677,811 35,933
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No .66在宅就業者等支援事業①

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

【自営型テレワークに係る就業環境の整備事業】
自営型テレワークの就業環境の整備を図り、自営型テ
レワークを行う者（以下「自営型テレワーカー」とい
う）の再就職（雇用への移行）に資することを目的と
して「自営型テレワークの適正な実施のためのガイド
ライン」の周知や、インターネット等を活用した、自
営型テレワーカーや発注者等に対する各種情報提供及
び相談への対応等を行う。

【テレワーク普及促進対策事業】
適正な労務管理下における良質なテレワークの普及を
図るため、テレワーク導入・実施時の課題等について
の相談対応や、テレワークの労務管理に関する総合実
態調査研究等を実施する。

【アウトカム目標】
【自営型テレワークに係る就業環境の整備事業】
①自営型テレワーカー及び仲介機関等発注者に対して
情報提供を行うウェブサイトに掲載している“自営型
テレワークを学ぶe-ラーニング”の受講が「再就職に
向けて役に立った」と回答した者の割合 95％以上
②自営型テレワーカー及び仲介機関等発注者に対して
情報提供を行うウェブサイトへのアクセス件数
206,956件以上
③自営型テレワーカー及び仲介機関等発注者向けに開
催する「自営型テレワークガイドライン周知セミ
ナー」の受講者のうち、自営型テレワークガイドライ
ンの概要について「よく理解できた」、「理解でき
た」と回答した者の割合 70％以上

【テレワーク普及促進対策事業】
④テレワーク・セミナーの労務管理の講義について、
受講者にアンケ―ト調査を実施し、「『テレワークの
適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン』に
ついて理解することができた」旨の回答割合 85.0％
以上

【事業執行の指標】
【テレワーク普及促進対策事業】テレワーク相談セン
ターへの相談件数400件以上、テレワーク総合ポータ
ルサイトからの資料のダウンロード件数を12,500件
以上とする。

【アウトカム目標】
①達成
実績：98.3%（118/120件）
②達成
実績：238,637件
③未達
実績：68.9%（146/212件）
④未達
実績：84.5%（262/310件）

【執行率】
相談件数達成
172.5％（690/400）
ダウンロード数未達成
78.5%（9,811/12,500）

【事業類型】②雇用維持型 ③就職支援型

⑤環境整備型
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No .66在宅就業者等支援事業②

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

【自営型テレワークに係る就業環境の整備事業】
アウトカム③については、令和５年度までの指標であ
る「やや理解できた」を達成の指標から抜いたことも
あり、深い理解度の割合については達成できなかった。
「やや理解できた」までを含めると、全体の理解度は
97.6％（207件/212件）となるため、セミナーの内
容についてはこれまで通りある程度は理解いただけた
と考えているものの、より理解しやすいような構成に
すべきであった。
【テレワーク普及促進対策事業】
ガイドラインの理解度については、「どちらでもな
い」の割合が13.5％であるところ、より平易な表現で
の説明をすべきであった。

【自営型テレワークに係る就業環境の整備事業】
ガイドラインの理解を深めるためのセミナーについては、
令和７年度にすでに廃止し、代替として動画作成を実施
した。
一方で、「再就職に向けて役に立った」とする割合も高
水準を維持するため、再就職に役立つ情報をより分かり
やすく発信するコンテンツを充実させることにより、希
望に応じて切れ目なく就業する上で有効な働き方である
自営型テレワークの環境整備を図る。

【テレワーク普及促進対策事業】
ガイドラインの理解度を促進することを目的として、セ
ミナーにおいて使用する資料にガイドライン関係の記述
を強化し、セミナー中においてもガイドラインの中で特
に説明を要する事項を集中して解説することにより、内
容について分かりやすく丁寧な説明となるよう充実を
図っている。

58,983 76,868 68,870 ▲7,998
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No .70両立支援に関する雇用管理改善事業①

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

都道府県労働局に雇用均等指導員を配置し、両立支
援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、両立
支援制度等に関する雇用管理改善に係る相談、支援等
を行う。
また、共育（トモイク）プロジェクトの実施等により
男性の育児休業取得促進に加え、男女の家事・育児分
担の見直しや柔軟な働き方を可能とする雇用環境の整
備を推進するとともに、労働者の仕事と介護の両立支
援により継続就業を促進する。
【仕事と家庭の両立支援プランナー】
中小企業で働く労働者の育児休業取得・復帰支援のた
めの「育休復帰支援プラン」や介護離職防止のための
「介護支援プラン」の策定等に関し、個々の中小企
業・労働者の状況や課題に応じた支援を実施する労務
管理の専門家。
【共育（トモイク）プロジェクト】
男性の育休取得促進や柔軟な働き方を実現するための
措置の導入・活用促進等により、共働き・共育てを推
進していくための広報・普及啓発事業であり、改正育
介法に沿った両立支援制度の活用促進、育児期を契機
とした「企業版両親学級」等の取組推進、家庭・職場
でのタスクシェアの見える化など、「共育て」に向け
た企業の取組を促している。

【アウトカム目標】
①育児・介護休業法に規定する措置について、事業主に
対し都道府県労働局が実施した助言・支援等の結果、是
正された割合93％以上
②仕事と家庭の両立支援プランナーの支援を受けた企業
の満足度95％以上
③イクメンプロジェクトWebへのアクセス件数
1,060,000件
（参考指標）男性の育児休業取得率

【事業執行の指標】
「仕事と家庭の両立支援プランナー」が育休復帰支援プ
ラン等の策定を支援した件数 1,600件

【アウトカム目標】
①達成 実績98.9%
（8547件/8,639件）
②達成 実績99.4％
（827/832社）
③未達成 実績64.4％
（683,096件/1,060,000件）
※なお、アクセス解析ツールの仕様変更の影響あり
（参考指標）30.1%（令和５年度）

【執行率】
「仕事と家庭の両立支援プランナー」が育休復帰支
援プラン等の策定を支援した件数
122.2％（1,955件/1,600件）

【事業類型】②雇用維持型

⑤環境整備型
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No .70両立支援に関する雇用管理改善事業②

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

アウトカム指標③については、未達成となったが、令
和５年度内においてアクセス解析ツールの仕様が変更
（UA→GA4）となったこと（ページの再読込み等が
１アクセスと計上されなくなるなど、従前よりアクセ
ス数が少なく計上される仕様となっている。）による
影響もあることにも留意が必要。また、男性の育児休
業取得率自体は上昇が見られる中、「イクメン」とい
う用語自体に違和感を感じる層も出てきており、現在、
同事業の名称等について見直しを検討中である。（令
和７年６月時点）

【事業見直しの内容】
「イクメンプロジェクト」については、男性の育児休業
取得率が30%を超えた（令和5年度実績：30.1％、令和
6年度実績：40.5%）ことを踏まえ、新たに「共育（ト
モイク）プロジェクト」へ移行。男性の育休取得率の向
上の一方で、育児休業取得期間や家事関連時間には男女
間で大きな差があること、職場における男性の長時間労
働が見直されていないといった課題を踏まえ、「共育
（トモイク）プロジェクト」では、引き続き男性の育児
休業取得促進に取り組むことに加え、男性の育休取得を
きっかけとして、男女の家事・育児分担の見直しや、柔
軟な働き方を可能とする雇用環境の整備に取り組んでい
くこととしている。事業HPについてもリニューアルを実
施したため、これを契機に、企業が「共育」を推進する
に当たって役立つコンテンツ（セミナー、研修教材、マ
ニュアル等）の掲載を充実させ、周知・広報の強化を
図っていく。

【増額理由】（なお、1億円以上の増額はなし）
雇用均等指導員の人件費増、「仕事と家庭の両立支援プ
ランナー」の体制強化（増員）による増
※「共育（トモイク）プロジェクト」については、広
報・普及啓発事業としてのスキームは共通のため事業リ
ニューアルに伴う増額は特になし

1,072,746 1,200,192 1,239,848 39,656
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【事業類型】②雇用維持型

⑤環境整備型



No .77船員雇用促進対策事業

令和8年度事業概要 令和6年度目標 令和6年度目標ごとの実績

船員の雇用の安定に資するため、日本船員雇用促進セ
ンターが行う技能訓練事業に要する経費の補助。

【アウトカム目標】
①技能訓練後の試験合格率 93％以上
②訓練内容の分かりやすさ等も踏まえた受講生からのアン
ケート調査における総合的な満足度 92％以上

【事業執行の指標】
開講数57回

【アウトカム目標】
①未達成
実績91.8％（735/801人）
②達成
実績92.8％（439/473人）

【執行率】
110.5%（63回／57回）

【事業類型】④能力開発型

未達成等の要因分析 令和８年度概算要求における見直し内容等
令和６年度
決算額
(千円)

令和７年度
当初予算
(千円)

令和８年度
概算要求
(千円)

予算比増
(千円)

試験合格率は、対象者の増減、試験難易度等の要因に
より変動するところ、わずかながら目標を下回る結果
となった。一方で、本訓練受講者の合格率は高い水準
を保っており、受講者にとって効果の高い講習である
ことから、講習内容の向上に引き続き努める。

講習内容の向上を図るとともに、効果的な事業を実施する
ために必要な予算を引き続き確保し、目標達成に向けて着
実に取り組んでいく。

94,221 96,948 96,948 0
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